
付紙様式第2

補助事業名

補助事業者名

実施場所

補助事業の成果の目標

補助事業の内容

補助事業の始期及び終期

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度予定 計
円 円 円 円 円 円

3,392,920 31,706,671 24,794,294 24,206,359 23,682,440 29,198,411 25,654,988 43,559,836 206,195,919
交付金額 73,000,000 17,210,000 26,364,000 35,543,000 32,935,000 36,597,000 40,449,000 43,560,000 305,658,000
市町村費 0
その他 0
運用益 1,018 34,726 31,902 62,042 54,871 42,875 53,492 224,456 505,382
計 73,001,018 17,244,726 26,395,902 35,605,042 32,989,871 36,639,875 40,502,492 43,784,456 306,163,382

0 3,392,920 31,706,671 24,794,294 24,206,359 23,682,440 29,198,411 25,654,988 162,636,083
73,001,018 86,852,824 81,542,055 92,352,803 101,136,315 114,093,750 125,397,831 143,527,299

補助事業の成果及び評価並
びに地域住民への周知の実
施状況

事業の改善措置及び今後の
対応

事業の評価に際しての第三
者機関の活用の有無

　　　処分額及び基金残額についても記載すること。
　　2　事業の評価に際して第三者機関を活用した場合は、当該第三者機関の名称及び構成員等を記載すること。
　　　

基
金
造
成
額
基金処分額
基金残額

注：1　基金事業の場合には、事業費及び交付金額の欄に、年度ごとの基金造成額（交付金・市町村費等・その他・運用益・計）、基金

防犯灯電気料金の助成、防犯カメラの維持管理

　本事業について、自治会連合会へのアンケート調査を行い、「実例がなく犯罪の防止効果があったかは不明」という意見も若干見られる一方で
「証拠記録効果はある」との意見もあり、また、約９割が「犯罪を未然に防止する効果はある」との回答であることから、犯罪、事故等を未然に防止
する環境が醸成され、市民が安心・安全に暮らすことができるまちづくりの推進に貢献していることを確認した。
　また、本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金を活用していることを広報紙、ホームページ及び自治会ハンドブックに掲載することで、市民
全体に周知を図った。

アンケート結果を参考にして、事業を実施。

無

平成29年度から令和10年度

事業費及び交付金額

事業費

事　　業　　評　　価　　書

岩国飛行場関連特定事業（住民の生活の安全に関する事業：岩国市防犯設備基金事業）

岩国市長

市内全域

市民生活に悪影響を及ぼす犯罪、事故等を未然に防止する環境を醸成し、市民が安心・安全に暮らすことができるまちづくりを推進する。


